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これまでの経緯

規制改革実施計画（2022年6月閣議決定）

◆ 洋上風力発電の環境影響評価制度の諸課題に関する検討会
（2023年1月から3月にかけて計3回開催）

検討会報告書（洋上風力発電の新たな環境影響評価制度の検討の方向性について）取りまとめ（2023年３月）

◆ 洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会（公開開催）
（2023年５月から７月にかけて計4回開催）

検討会報告書（洋上風力発電に係る新たな環境アセスメント制度の在り方について）取りまとめ（2023年８月）
※概要はスライド３枚目参照

風力発電事業に係る環境影響評価の在り方について
◆ 中環審へ諮問（2023年9月21日）
◆ 中環審総合政策部会へ付議（2023年9月22日）

中環審総合政策部会に「風力発電に係る環境影響評価制度の在り方に関する小委員会」設置
（2023年10月10日）

環境アセスメント制度について、立地や環境影響などの洋上風力発電の特性を踏まえた最適なあり方を、関係省庁、地方自治体、事業者等
の連携の下検討するとともに、陸上風力等についても引き続き効率化に取り組む。

環境影響評価制度について、立地や環境影響などの洋上風力発電の特性を踏まえた最適な在り方を、関係府省、地方公共団体、事業者等の
連携の下検討し、速やかに結論を得る。

再エネ海域利用法※施行（2019年４月）
※海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成30年法律第89号）

１

地域脱炭素ロードマップ（2021年６月決定）、地球温暖化対策計画（2021年10月閣議決定）



今後の予定

○11月６日（月） ：第１回小委員会開催

○11月上旬～12月上旬 ：パブリックコメントの実施

○１月16日（火） ：第２回小委員会開催※

※本日の第１回小委員会で頂戴した委員からの御意見・関係団体の皆様の御発表内容、パブリックコメ
ントで提出された御意見、関係省庁等における検討状況等を踏まえ、修正をした一次答申（案）を
お示しする予定。

２



【参考】検討会報告書で取りまとめられた課題と新たな制度の方向性（2023年８月）
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